
８　職員の研修の状況
(1) 研修状況 (令和2年度)
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採用時教養警察官（大卒）
採用時教養警察官(大卒以外）

警部補以下の警察官及び一般職員

Ｒ2年度中止

21

118

32

98

11

Ｒ2年度中止

Ｒ2年度中止

Ｒ2年度中止

40

48

特
 

別
 

研
 

修

キャラバン・メイト　フォローアップ研修
和歌山県特別研修

部下職員指導支援研修
知事部局職員（特別指導対象職員が所属する課
室の所属長、若しくは所属長が指名した者）

会計年度任用職員等研修 新たに会計年度任用職員に採用された者

新規採用職員指導者研修
知事部局職員(新規採用職員に対する
指導職員）

臨時的任用職員研修 知事部局職員（臨時的任用職員）

育児休業者職場復帰サポート研修
知事部局職員（育児休業職場復帰者、育児休業
中の職員、育児休業中又は育児休業職場復帰者
の配偶者がいる職員）

政策形成能力研修

育休任期付職員等研修

警察職員のうちの希望者

職場研修委員研修

統計的思考力養成講座
メディア対応研修

知事部局職員（新たに職場研修委員に
任命された者）

障害者雇用に係る職場研修委員研修 知事部局職員(職場研修委員）

知事部局職員（育児休業等代替職員）

債権管理研修
知事部局職員（非強制徴収公債権・私
債権に係る職員）

Ｒ2年度中止
業務改善研修 Ｒ2年度中止

216

管理者セミナー 知事部局職員（所属長の職にある職員） 144

団体連携型研修 52 関西広域連合構成団体主催研修

市町村職員との合同研修 48 市町村職員研修協議会主催研修

県職員人権・同和特別研修指導責任者研修
会

270

14

教育委員会職員（新規採用学校栄養職員）

教育委員会職員（10年経験者教員Ｒ元
年度継続者）

271

7

4

Ｒ2年度中止

208

12

住民との対話能力向上研修

0 希望するも認められず

知事部局職員（受講を希望する職員）

民法講座 38

政策法務研修 22
行政争訟講座 34
民間企業に学ぶ研修

知事部局職員（受講を希望する職員）

プレゼンテーション研修 47

課長補佐研修Ⅰ 知事部局職員（新任課長補佐級職員） 109

498

Ｒ2年度中止
新任所属長研修 知事部局職員（新任所属長） 63

新規採用の警察官（大卒）
新規採用の警察官（大卒以外）

33

新任管理者研修 知事部局職員（新任管理者）

初任科
初任科

県教育委員会事務局等職員研修 教育委員会職員（事務局等新規採用職員） Ｒ2年度中止

研　修　名　等 対　象　者
回数
等

日数
(日)

修了者数
(人)

備　考

知事部局職員（新任副主査職員） 98

一
　
般
　
研
　
修

42
16
35
35

30

約1か月の民間体験研修

新規採用職員研修 知事部局職員（新規採用職員） 150

県教育庁等職場研修委員・人権教育担当職員研修

県教育庁等職員人権研修

教育委員会職員（職場研修委員・人権教育担当職員）

教育委員会職員（事務局等職員）
34

課長補佐研修Ⅱ
知事部局職員（新任の本庁班長、地方
機関の課長等）

115

人権研修

新規採用の一般職員一般職員初任科
初任補修科
初任補修科

24 実践編分含む

政策形成能力開発研修 49
財務諸表の見方研修

2年目職員研修 知事部局職員（採用後2年目の職員） 113

教育委員会職員(中堅養護教諭)
新規採用学校栄養職員研修

初任者研修（3年次研修）（Ｈ30年度継続） 教育委員会職員（新規採用Ｈ30年度継続者）

6年次研修 教育委員会職員（6年次教員）
中堅教諭等資質向上研修 教育委員会職員（10年経験者教員）
中堅教諭等資質向上研修（Ｒ元年度継
続）

教育委員会職員（中堅栄養教職員）
新規採用学校事務職員研修

知事部局職員（職場研修委員、振興局
人権担当職員等）

新任副主査研修
新任主査研修 知事部局職員（新任係長級職員） 54

教育委員会職員（新規採用Ｒ元年度継続者）

初任者研修 教育委員会職員（新規採用教員）

中堅養護教諭資質向上研修
新規採用養護教諭研修 教育委員会職員(新規採用養護教諭)

知事部局職員（受講を希望する職員）

中堅栄養教職員研修

セ
ミ
ナ
ー

基
　
本
　
研
　
修

初任者研修（2年次研修）（Ｒ元年度継続）

インバスケット研修

207
223
166

154

2
教育委員会職員(新規採用学校事務職員) 24

若手警察官研修 初任科生、初任補修科生、若手警察職員 Ｒ2年度中止

5

46
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教
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28

1
1
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54

教育委員会職員（当該年度において年
齢が46歳・47歳に達する主任及び主
査）

教育委員会職員（初めて教務主任に
なった教員）

ＩＣＴ活用のための実践研修①・②
教育委員会職員（各県立学校長が推薦
する教員）

16

45

77

教育委員会職員（管理職・新任校長）
新任教頭研修 教育委員会職員（管理職・新任教頭）

日数
(日)

修了者数
(人)

備　考

四季の星座研修講座

ＡＬＴとの効果的なＴＴのための英語科研修
講座

英語科教育研修講座

特別支援学級担当教員研修
教育委員会職員（初めて特別支援学級
を担当する教員）

教育委員会職員（通級指導教室を担当
する教員）

通級指導教室担当教員研修

教員の長期社会体験研修 4

学校支援・調査研究事業に係る研修

サイバー犯罪捜査実務専科 15
組織犯罪捜査専科

16

警部補以下の警察官

1,006

20

交通実務専科

教育委員会職員（教員）

初任者のための教育の情報化に係る研修
講座

統計を活用した授業づくり研修

警部補任用科 昇任予定の巡査部長

複式教育研修講座

理科教育研修講座

新任校長研修

新任主幹教諭研修

学校事務職員マネジメント研修

新任教務主任研修

教育相談研修講座①－事例検討1－

研　修　名　等 対　象　者

専
　
門
　
研
　
修

昇任予定の巡査長
刑事警察任用予定者
交通警察任用予定者
生活安全警察任用予定者

47
29

教育相談研修講座②－子供との関わり
に認知行動療法などの視点を生かす－

通常の学級で進める特別支援教育研修講
座

基礎から学べる学級集団づくり

通信指令専科

生活安全任用科
留置担当官専科
災害警備専科
特殊犯捜査専科
検視実務専科

小学校国語科教育研修講座

交通任用科

中学校・高等学校国語科教育研修講座
社会科・地理歴史科・公民科教育研修講座

小学校算数科教育研修講座

道徳教育研修講座

中学校・高等学校数学科教育研修講座
やさしい理科実験研修講座A・B

活力ある学校図書館をめざす司書教
諭・学校司書等研修講座

巡査部長任用科
刑事任用科

知的障害のある子供のための授業づく
り研修講座－教科指導について－

26

114

52

56

1年間
1年間

随時要請に応じて

7,424

109

キャリア教育研修
教育委員会職員（各市町村教育委員会
教育長及び各県立学校長が推薦する
教員）

158

合　　　　計

14
20

49
16
20

長
期

研
修

取調べ技能専科

長期教員研修 9

7
人身安全関連事案対策専科 14

教育委員会職員（教員）

6
11
22
18

教育相談主事等派遣事業に係る研修 教育委員会職員（教員） 398 随時要請に応じて

教育委員会職員（新任主幹教諭）

67
89

回数
等

56
35
26
52

74

29
18

14

教育委員会職員（司書教諭・学校司
書・学校図書館に関係する職員）

37

教育委員会職員（教員）

30

64

70

54

71

88

68

47


